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１．日本銀行が作成する物価統計

 企業間で取引されるサービスの価格を
調査。

 毎月、原則として第18営業日に、前月
の速報値と前々月の確報値を公表。

 147品目、約900の調査先数、
約3,500の調査価格数。

企業物価指数
CGPI : Corporate Goods Price Index

 企業間で取引される財の価格を調査。

 毎月、原則として第8営業日に、前月

の速報値と前々月の確報値を公表（速
報性は高い）。

 1,213品目、約3,000の調査先数、
約8,600の調査価格数。

企業向けサービス価格指数
SPPI : Service Producer Price Index
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 企業間で取引されるサービスの価格を対象とする。

―― 個人向けサービスは対象外。ただし、企業が個人と同様に需要するサー
ビス（郵便・電話など）は調査対象に含む。

 「日本標準産業分類」および「産業連関表」等を参考に、「総平均」 「大類別」
「類別」「小類別」「品目」の５段階で構成。

ウエイト 品目数 主な品目

1,000.0 147

44.3 15 証券募集取扱手数料、自動車保険（任意）、内国為替手数料

72.1 8 事務所賃貸（東京圏）、倉庫賃貸、店舗賃貸

186.7 38 貸切貨物輸送、鉄道旅客輸送（除新幹線）、宅配便

237.8 23 受託開発ソフトウェア、情報処理サービス（除ＡＳＰ）、携帯電話・ＰＨＳ

60.7 14 電子計算機・同関連機器リース、商業・サービス業用機械設備リース

63.4 11 テレビ広告（スポット）、インターネット広告、新聞広告

335.0 38

下水道・廃棄物処理 25.8 3 産業廃棄物処理、下水道

自動車整備・機械修理 63.8 4 車検・定期点検・一般整備、機械修理（除電気機械器具）

専門サービス 46.7 9 税理士サービス、社会保険労務士サービス、弁護士サービス

技術サービス 59.4 8 プラントエンジニアリング、建築設計、プラントメンテナンス

職業紹介・労働者派遣サービス 50.0 3 事務職派遣、職業紹介サービス

その他諸サービス 89.3 11 清掃、ホテル宿泊サービス、給食受託

広告

諸サービス

総平均

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

リース・レンタル

２．企業向けサービス価格指数（ＳＰＰＩ）


P３分類編成



										ウエイト		品目数 ヒンモク スウ		主な品目 オモ ヒンモク

				総平均 ソウヘイキン						1,000.0		147

						金融・保険 キンユウ ホケン				44.3		15		証券募集取扱手数料、自動車保険（任意）、内国為替手数料 ショウケン ボシュウ トリアツカ テスウリョウ ジドウシャ ホケン ニンイ ナイコク カワセ テスウ リョウ

						不動産 フドウサン				72.1		8		事務所賃貸（東京圏）、倉庫賃貸、店舗賃貸 ジム ショ チンタイ トウキョウ ケン ソウコ チンタイ テンポ チンタイ

						運輸・郵便 ウンユ ユウビン				186.7		38		貸切貨物輸送、鉄道旅客輸送（除新幹線）、宅配便 カシキリ カモツ ユソウ テツドウ リョカク ユソウ ノゾ シンカンセン タクハイビン

						情報通信 ジョウホウ ツウシン				237.8		23		受託開発ソフトウェア、情報処理サービス（除ＡＳＰ）、携帯電話・ＰＨＳ ジュタク カイハツ ジョウホウ ショリ ノゾ ケイタイ デンワ

						リース・レンタル				60.7		14		電子計算機・同関連機器リース、商業・サービス業用機械設備リース デンシ ケイサンキ ドウ カンレン キキ ショウギョウ ヨウ キカイ セツビ

						広告 コウコク				63.4		11		テレビ広告（スポット）、インターネット広告、新聞広告 コウコク コウコク シンブン コウコク

						諸サービス ショ				335.0		38

								下水道・廃棄物処理 ゲスイドウ ハイキブツ ショリ		25.8		3		産業廃棄物処理、下水道 サンギョウ ハイキブツ ショリ ゲスイドウ

								自動車整備・機械修理 ジドウシャ セイビ キカイ シュウリ		63.8		4		車検・定期点検・一般整備、機械修理（除電気機械器具） シャケン テイキ テンケン イッパン セイビ キカイ シュウリ ノゾ デンキ キカイ キグ

								専門サービス センモン		46.7		9		税理士サービス、社会保険労務士サービス、弁護士サービス ゼイリシ シャカイ ホケン ロウムシ ベンゴシ

								技術サービス ギジュツ		59.4		8		プラントエンジニアリング、建築設計、プラントメンテナンス ケンチク セッケイ

								職業紹介・労働者派遣サービス ショクギョウ ショウカイ ロウドウシャ ハケン		50.0		3		事務職派遣、職業紹介サービス ジム ショク ハケン ショクギョウ ショウカイ

								その他諸サービス ホカ ショ		89.3		11		清掃、ホテル宿泊サービス、給食受託 セイソウ シュクハク キュウショク ジュタク







P5価格調査方法



				調査価格の種類 チョウサ カカク シュルイ		内容 ナイヨウ		設定例 セッテイ レイ

				平均価格 ヘイキン カカク		サービス内容や取引先等の異なる複数の取引をグルーピングした平均単価を調査。 ナイヨウ トリヒキ サキ ナド コト フクスウ トリヒキ ヘイキン タンカ チョウサ		事務所賃貸、WANサービス、新聞広告、
建築設計、労働者派遣サービス、
ホテル宿泊サービス ジム ショ チンタイ シンブン コウコク ケンチク セッケイ ロウドウシャ ハケン シュクハク

				モデル価格 カカク		＜取引条件による価格差が大きい→平均改定率を使用＞
全取引の料金改定率を集計した「平均改定率」を調査。 トリヒキ ジョウケン カカク サ オオ ヘイキン カイテイ リツ シヨウ ゼン トリヒキ リョウキン カイテイ リツ シュウケイ ヘイキン カイテイ リツ チョウサ		ハイヤー・タクシー、固定電話 コテイ デンワ

						＜価格設定が多様化→複数の需要者を想定＞
属性の異なる複数の需要者を想定し、それぞれの需要者が直面する価格を、需要者のウエイトで平均した価格を調査。 カカク セッテイ タヨウ カ フクスウ ジュヨウ シャ ソウテイ ゾクセイ コト フクスウ ジュヨウ シャ ソウテイ ジュヨウ シャ チョクメン カカク ジュヨウ シャ ヘイキン カカク チョウサ		自動車保険（自賠責）、国際航空旅客輸送、
国内航空旅客輸送、有料道路、携帯電話・PHS ジドウシャ ホケン ジバイセキ コクサイ コウクウ リョキャク ユソウ コクナイ コウクウ リョカク ユソウ ユウリョウ ドウロ ケイタイ デンワ

						＜オーダーメイド性が強い→サービスを想定＞
仮想的な取引を設定し、その条件で提供する場合の価格を調査。 セイ ツヨ ソウテイ カソウテキ トリヒキ セッテイ ジョウケン テイキョウ バアイ カカク チョウサ		機械修理（除電気機械器具）、建築設計、
土木設計、プラントエンジニアリング キカイ シュウリ ノゾ デンキ キカイ キグ ケンチク セッケイ ドボク セッケイ

				労働時間当たり単価（人月単価） ロウドウ ジカン ア タンカ ニンゲツ タンカ		労働投入量（作業人月数）が品質に比例するとみなし得るサービスについて、労働時間当たりの単価を調査。 ロウドウ トウニュウ リョウ サギョウ ニンゲツ スウ ヒンシツ ヒレイ ウ ロウドウ ジカン ア タンカ チョウサ		受託開発ソフトウェア、警備（除機械警備）
システム等管理運営受託、弁護士サービス、公認会計士サービス、建築設計、 ジュタク カイハツ ナド カンリ ウンエイ ジュタク ベンゴシ コウニン カイケイ シ ケンチク セッケイ

				料率×インフレ―ター リョウリツ		料率で価格が表示されるサービスについて、適当な価格指数（インフレーター）を乗じ、従量制に変換した価格を調査。 リョウリツ カカク ヒョウジ テキトウ カカク シスウ ノ ジュウリョウ セイ ヘンカン カカク チョウサ		カード・電子マネー加盟店手数料、
証券委託手数料、火災保険、
自動車保険(任意）、産業機械リース デンシ カメイ テン テスウリョウ ショウケン イタク テスウ リョウ カサイ ホケン ジドウシャ ホケン ニンイ サンギョウ キカイ





P6国内航空旅客



Ａ．航空会社の利用可能性
往復で同一の航空会社を利用する需要者、しない需要者を設定。


Ｂ．購入タイミング
１週間前に購入可能な需要者、当日に購入可能な需要者を設定。


Ｃ．片道利用か往復利用か
片道利用の需要者、往復利用の需要者を設定。


Ｄ．往路の予約変更
往路の予約変更を可能にしたい需要者、しなくてよい需要者を設定。


Ｅ．利用する航空会社のカード保有の有無
航空会社のカードを保有している需要者、していない需要者を設定。


①　Ａ～Ｅを組み合わせ、３２タイプの需要者を設定。
②　①×航空会社数による各タイプの需要者が最低運賃を選択すると仮定。

　　　　　　　　　　　　　　　　⇒運賃種類別の利用人数構成比で集計。



高川修正



Ａ．航空会社の利用可能性
往復で同一の航空会社を利用する需要者、しない需要者を設定。


Ｂ．購入タイミング
１週間前に購入可能な需要者、当日に購入可能な需要者を設定。


Ｃ．片道利用か往復利用か
片道利用の需要者、往復利用の需要者を設定。


Ｄ．往路の予約変更
往路の予約変更を可能にしたい需要者、しなくてよい需要者を設定。


Ｅ．利用する航空会社のカード保有の有無
航空会社のカードを保有している需要者、していない需要者を設定。


①　Ａ～Ｅを組み合わせ、３２タイプの需要者を設定。
②　①×航空会社数による各タイプの需要者が最低運賃を選択する
    と仮定。
　　　　　　⇒運賃種類別の利用人数構成比で集計。



P9テレビ広告



調査価格


広告閲覧者１人当たりの単価


スポット広告収入


総実績GRP


※GRP: Gross Rating Point（延べ視聴率）の略称。延べ視聴率とは、一定期間に放映されたCMの放
　映時間（15秒を1単位に換算）と視聴率との積の合計。1GRPは、1%の視聴率で15秒間CMが放映
　されたことを意味する。




P11カバレッジ



		（1）採用品目数 サイヨウ ヒンモク スウ														（２）採用カバレッジ サイヨウ









































		小倉説明資料より抜粋 オグラ セツメイ シリョウ バッスイ





国内＋輸入ベース	

1985年基準	1990年基準	1995年基準	2000年基準	2005年基準	2010年基準	0.4	0.433	0.434	0.46400000000000002	0.497	国内ベース	

1985年基準	1990年基準	1995年基準	2000年基準	2005年基準	2010年基準	0.48810899381761746	0.50481481798077055	





1985年基準	1990年基準	1995年基準	2000年基準	2005年基準	2010年基準	74	89	102	110	137	147	





Ｐ12非採用品目

		卸売 オロシウリ		31.3

		小売 コウリ		7.9

		金融仲介（帰属利子） キンユウ チュウカイ キゾク リシ		18.6

		企業内研究開発 キギョウ ナイ ケンキュウ カイハツ		10.1

		飲食サービス インショク		6.9

		その他 ホカ		27.1

		非採用サービスの内訳 ヒ サイヨウ ウチワケ



卸売

31.3兆円
（30.7%）

小売

7.9兆円
（7.8%）

金融仲介

18.6兆円
（18.3%）

企業内研究開発

10.1兆円
（9.9%）

飲食サービス

6.9兆円
（6.8%）

その他

27.1兆円
（26.6%）

卸売	小売	金融仲介（帰属利子）	企業内研究開発	飲食サービス	その他	31.3	7.9	18.600000000000001	10.1	6.9	27.1	

Ｐ13_1卸売サービス







































単位当たりマージン額


マージン率


インフレ―ター


↑企業から聴取

↑ＰＰＩを使用

単位当たりマージン額


マージン率


インフレ―ター


↑企業から聴取

↑ＰＰＩを使用

＝

×



P13_2卸売サービス

				卸売サービスの価格調査の結果

				Results of Wholesale Services Price Survey

						食料・飲料卸売		プラスチック卸売		電子部品・デバイス卸売		食料・飲料卸売		プラスチック卸売		電子部品・デバイス卸売

						含む消費税		含む消費税		含む消費税		除く消費税		除く消費税		除く消費税

						Food and beverages wholesale services (including consumption tax)		Plastics wholesale services (including consumption tax)		Electronic parts and devices wholesale services  (including consumption tax)		Food and beverages wholesale services  (excluding consumption tax)		Plastics wholesale services  (excluding consumption tax)		Electronic parts and devices wholesale services  (including consumption tax)

						2011年平均=100		2010年平均=100		2010年平均=100		2011年平均=100		2010年平均=100		2010年平均=100

						CY2011 average=100		CY2010 average=100		CY2010 average=100		CY2011 average=100		CY2010 average=100		CY2010 average=100

				2010.Q1				93		106.4				93				100

		1		2010.Q2				103.7		99.8				103.7				100

		0		2010.Q3				102		96.4				102				100

				2010.Q4				101.3		97.3				101.3				100

				2011.Q1		111.3		100.9		89.8		111.3		100.9				100

		1		2011.Q2		96.1		109.6		97.3		96.1		109.6				100

		1		2011.Q3		98.5		109.7		96.7		98.5		109.7				100

				2011.Q4		94.1		110.1		101.3		94.1		110.1				100

				2012.Q1		102.7		107.9		92.5		102.7		107.9				100

		1		2012.Q2		90.3		109.8		87.4		90.3		109.8				100

		2		2012.Q3		92.9		108.8		85.2		92.9		108.8				100

				2012.Q4		89.3		109.8		86.7		89.3		109.8				100

				2013.Q1		97.6		110.9		87.4		97.6		110.9				100

		1		2013.Q2		84.7		117.9		88		84.7		117.9				100

		3		2013.Q3		87.7		117.2		80.1		87.7		117.2				100

				2013.Q4		85.1		117.6		91		85.1		117.6				100

				2014.Q1		96.4		118				96.4		118				100

		1		2014.Q2		86.7		122.8				84.3		119.4				100

		4		2014.Q3		92		121.2				89.5		117.9				100

				2014.Q4		88.5		123.4				86.1		120				100

		15		2015.Q1		98.8		117.5				96.1		114.2				100



				（注）「電子部品・デバイス卸売」については、データの確認ができ次第、更新予定。



		（１）食料品卸売 ショクリョウ ヒン オロシ ウ										（２）プラスチック卸売 オロシ ウ										（３）電子部品・デバイス卸売 デンシ ブヒン オロシ ウ

		小倉説明資料より抜粋 オグラ セツメイ シリョウ バッスイ



税込み	111.3	96.1	98.5	94.1	102.7	90.3	92.9	89.3	97.6	84.7	87.7	85.1	96.4	86.7	92	88.5	98.8	1	0	1	1	1	2	1	3	1	4	15	税抜き	111.3	96.1	98.5	94.1	102.7	90.3	92.9	89.3	97.6	84.7	87.7	85.1	96.4	84.3	89.5	86.1	96.1	1	0	1	1	1	2	1	3	1	4	15	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	1	0	1	1	1	2	1	3	1	4	15	





税込み	93	103.7	102	101.3	100.9	109.6	109.7	110.1	107.9	109.8	108.8	109.8	110.9	117.9	117.2	117.6	118	122.8	121.2	123.4	117.5	1	0	1	1	1	2	1	3	1	4	15	税抜き	93	103.7	102	101.3	100.9	109.6	109.7	110.1	107.9	109.8	108.8	109.8	110.9	117.9	117.2	117.6	118	119.4	117.9	120	114.2	1	0	1	1	1	2	1	3	1	4	15	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	





税込み・税抜き	106.4	99.8	96.4	97.3	89.8	97.3	96.7	101.3	92.5	87.4	85.2	86.7	87.4	88	80.099999999999994	91	1	0	1	1	1	2	1	3	1	4	15	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	





税込み・税抜き	106.4	99.8	96.4	97.3	89.8	97.3	96.7	101.3	92.5	87.4	85.2	86.7	87.4	88	80.099999999999994	91	1	0	1	1	1	2	1	3	1	4	15	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	100	







Ｐ14デフレーターニーズ



ｘ

○パブコメ前に内閣府と摺合せ。

○ＳＮＡとＰＰＩ・ＳＰＰＩの紐付けの確認作業。

○統計改定責任者の内閣府研究協力者指名。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

デフレーターニーズへの対応

ｘ

○各基準毎に、解説・関連資料本で、品目ごとの
　価格調査方法などについて開示。

○改定期間は、改定方針を公開し、パブコメを
　募集。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

情報公開の充実
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卸売

31.3兆円

（30.7%）

小売

7.9兆円

（7.8%）

金融仲介

18.6兆円

（18.3%）

企業内研究開発

10.1兆円

（9.9%）

飲食サービス

6.9兆円

（6.8%）

その他

27.1兆円

（26.6%）
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 ＳＰＰＩは、５年に１度の基準改定毎にカバレッジの拡大に努め、現在（2010年
基準）での採用カバレッジは約50％となっている。

 非採用サービスの取り込みは、概念・実務両面で難易度が高い。一方で、経
済活動（ＧＤＰ）のシェアも大きく、物価指数に対するユーザー・ニーズは強い。

⇒ 国内では「卸売サービス」、 輸出・輸入では「特許貸出サービス」が重要。

３．企業向けサービス価格指数の課題

▽国内の企業向けサービスのうち非採用分の内訳▽ＳＰＰＩの採用カバレッジ

（注）円グラフは延長産業連関表の企業間取引額（計101.9兆円）、
特許貸出サービスは国際収支統計（産業財産権等使用料）より算出。
いずれも2010年。
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４．特許貸出サービス（１）

 2008SNAの勧告を踏まえたR&Dの資本化に伴い、特許実体が生産資産へ変更。
これを受けて、特許等使用料が「特許等サービス」の産出として記録。

 知的財産権等使用料をみると、日本企業の海外進出を通じた世界的な生産・販
売体制の構築、外国企業との提携増加等を背景に受払額は増加傾向。

⇒  対応するデフレーター（輸出・輸入）の整備が必要。

▽2008SNAを受けたJSNAの変更

特許等使用料
（サービス）

＜平成17年基準ＪＳＮＡ＞ ＜平成23年基準ＪＳＮＡ＞

無形固定資産

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｿﾌﾄｳｪｱなど

無形非生産資産

特許実体

投資所得

賃貸料

著作権使用料・

特許等使用料 を含む

知的財産生産物

研究・開発

鉱物探査・評価

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ

投資所得

賃貸料

著作権使用料 を含む

生産資産

非生産資産

財産所得

生産資産

0

1

2

3

4

5

1996年 2001 2006 2011 2016

著作権等使用料

産業財産権等使用料

知的財産権等使用料

（兆円）

0

1

2

3

4

5

1996年 2001 2006 2011 2016

著作権等使用料

産業財産権等使用料

知的財産権等使用料

（兆円）

▽知的財産権等使用料（国際収支統計）

（注）産業財産権等使用料は、産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）
の使用料のほか、フランチャイズ加盟に伴う各種費用などを含む。

＜輸出（受取額）＞ ＜輸入（支払額）＞
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４．特許貸出サービス（２）

特許の実質生産（品質）は特許を使用して生産する財の実質生産に比例すると考える。

ライセンス契約の多くは、売上に対するロイヤルティ料率を定めていることを踏まえ、現
時点では、「料率×インフレーター」のスキームでの価格調査を検討中。

もっとも、特許権等は個別性が強く品質固定が困難であるほか、複数の権利をまとめて
ライセンス契約する事例が多いなど、調査対象の特定が難しい。

▽複数権利に対するライセンス契約

ライセンサー
（権利の貸し手）

ライセンシー
（権利の借り手）

複数の権利を
まとめて貸出

・特許権Ａ
・特許権Ｂ
・意匠権Ｃ ･･･

複数の権利に対する
ロイヤルティ料率

（個々のロイヤルティ
料率は不明）

▽ロイヤルティ料率を用いた価格調査

商品１単位当たり
特許貸出サービスの対価

ロイヤルティ料率 インフレーター

＝

×

↑企業から聴取 ↑特許を使用して生産
される商品の価格指
数（ＣＧＰＩ）を使用
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５．卸売サービス（１）

 非採用サービスの中で、最もシェアが大きいのが「卸売サービス」。

 卸売サービスの実質生産（品質）は、取り扱う商品の数量に比例すると仮定。

 卸売の取扱商品が多岐に亘るなか、品質の固定度を高めつつ、少ない調査価格で
効率的に調査を行う手段として、マージン率を聴取し、価格指数を作成する方針。

 もっとも、企業が管理するデータの制約から、個別商品・取引ごとのデータが得られ
ないことから、品質の固定が十分ではなく、価格にノイズが含まれる可能性。

▽ マージン率を用いた価格調査

商品１単位当たり
マージン額

マージン率 インフレーター＝ ×

↑企業から聴取 ↑卸売サービスで取り扱う商
品の物価指数（ＣＧＰＩ）を使用

企業によって
・取引先の固定度合い
・対象商品の固定度合い

が異なる



0% 20% 40% 60% 80% 100%

食料・飲料卸売業

石油・鉱物卸売業

電気機械器具卸売業

各種商品卸売業

鉄鋼製品卸売業

医薬品・化粧品等卸売業

化学製品卸売業

産業機械器具卸売業

第一次卸計 第二次卸計 その他の卸計
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５．卸売サービス（２）

 卸売サービスは、規模が大きく多様な業種から構成されているほか、業種によって流
通段階構造も異なるため、多くの調査価格が必要。

 2010年以降、３つの業種について、試験的に調査を実施（P9の参考参照）。

⇒  精度の高い指数作成には、業種のカバレッジ拡大と価格数の大幅積み増しが必要。

▽各卸売業の規模 ▽業種別にみた流通段階構造

卸売の業種
年間販売額
（ 兆円）

事業所数

食料・ 飲料卸売業 40. 7 23, 028

石油・ 鉱物卸売業 37. 9 4, 406

電気機械器具卸売業 34. 7 16, 003

各種商品卸売業 25. 9 1, 094

鉄鋼製品卸売業 24. 4 6, 369

医薬品・ 化粧品等卸売業 23. 7 10, 585

化学製品卸売業 23. 3 13, 241

産業機械器具卸売業 19. 3 23, 903

… … …

合計 355. 3 225, 507
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６．今後の作業スケジュール（案）

日程 イベント

2017年 前半 基準改定作業を開始

2018年 央
「基本方針」公表

パブリックコメント募集開始

2019年
前半 「最終案」公表

央 2015年基準指数へ移行

 特許貸出サービス、卸売サービスについては、品目設定等について、内閣府ほ
か関係府省と十分な意見交換を行いつつ、改定作業を進めることとしたい。

 なお、2015年基準改定では、特許貸出・卸売サービス以外にも、①経済・産業構
造の変化に対応した新規サービスの取り込み（カバレッジの引き上げ）を図るほ
か、②調査対象サービス構成の見直し、③価格調査方法の見直し、④品質調整
方法の改善などに取り組む方針。
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 2010年基準改定を機に、「食料・飲料卸売」「プラスチック卸売」「電子部品・デ
バイス卸売」の３業種について、試験的な価格調査を開始。

参考．卸売サービスの試験的な価格調査について

▽飲食・飲料卸売 ▽プラスチック卸売 ▽電子部品・デバイス卸売
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